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「五証合一・統一コード記載」登記制
度改革の推進加速に関する通知 
 

【要点】 

○ 中国国務院弁公庁は、2016年7月5日に「『五証合一・統一コード記載』登記制度改革の推進加速

に関する通知」（中国語名「关于加快推进“五证合一、一照一码”登记制度改革的通知」、以下

「通知」）を発表した。 

○ 中国では、従来、企業が設立登記（あるいは登記情報変更）時に、工商行政管理部門、品質技術

監督部門、税務部門からそれぞれ「営業許可証」「組織機構コード証」「税務登記証」（「三証」）

の発給を受ける必要があったが、2015年6月発表の「『三証合一』登記制度改革の推進加速に関

する意見」により、2015年末を目処に工商行政管理部門に申請するだけで上記「三証」が集約さ

れた統一社会信用コード記載の「営業許可証」が発給される登記制度（「三証合一」登記制度）

に移行された。更なる効率化を目的に2016年10月1日から「社会保険登記証」「統計登記証」を

も集約させた「五証合一」登記制度に移行させるために発表されたのが、この「通知」である。 

○ 「通知」では、新たな登記制度に移行するための主要任務が示された。具体的には、①ワンスト

ップメカニズムの確立（企業が登記する際、「1つの申請表」に記入し、「1つの窓口」に「1式

の書類」を提出すれば、統一社会信用コード記載の「営業許可証」が発給されるという制度の全

面的実施等）、②関係官庁間での登記情報の相互共有・相互認証の推進（統一的な情報基準と情

報送信方案の制定、関連分野における情報システム・情報共有プラットフォームの改造・高度化

等）、③登記方式の効率的な切り替え・連携（「三証合一」登記制度下での「営業許可証」を取

得した企業の移行手続きの簡素化等）、④「五証合一」登記制度下での「営業許可証」の汎用性

向上（手続きの際、統一社会信用コード記載の「営業許可証」以外の身分証明書類の提出を企業

に要求することを禁止等）、⑤地方工商行政管理部門の窓口での事務処理能力の強化（制度移行

に関わる法規・技術基準・事務手続き・文書規範等を内容とした研修の実施等）、である。 

○ 「通知」では、新たな登記制度への移行を加速するために、関係官庁や政府部門の組織力、督促・

監査力、政策の説明・宣伝力の強化も保障措置として挙げられた。 
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【構成(概要)】 

「『五証合一・統一コード記載』登記制度改革の推進加速に関する通知」 

（国弁発[2016]53号） 

成立日：2016年6月30日、発表日：2016年7月5日 

1.全体方針：起業と企業の発展を円滑にする行政サービスの提供、創業・参入に係る制度に起因す

る負担の軽減、ビジネス環境の最適化、企業の活性化、創業・革新の促進等を通じて雇用の創出

と経済・社会の持続的かつ健全な発展を促進するとの全体方針の下、標準化・規範化・統一化、

情報の相互共有・相互認証、行政手続きの簡素化・最適化、行政サービスの効率化と利便性向上

を指導原則とし、2016年10月1日から「五証合一・統一コード記載」登記制度を正式に実施する。 

2.主要任務：①ワンストップ（中国語では「一站式」）メカニズムの確立（企業が登記する際、「1

つの申請表」に記入し、「1つの窓口」に「1式の書類」を提出すれば、統一社会信用コード記載

の「営業許可証」が発給されるという制度の全面的実施、「五証合一」登記制度下での「営業許

可証」の申請・受理・審査・認可・発給・公示という全過程の登記管理システムの電子化推進等）、

②関係官庁間での登記情報の相互共有・相互認証の推進（統一的な情報基準と情報送信方案の制

定、関連分野における情報システム・情報共有プラットフォームの改造・高度化等）、③登記方

式の効率的な切り替え・連携（「三証合一」登記制度下で「営業許可証」を取得した企業は「五

証合一」登記制度に移行する際、新たな申請は不要、現登記簿の期限満了時・登記事項変更時等

に統一社会信用コード記載の「営業許可証」に切り替え可等）、④「五証合一」登記制度下で発

給された「営業許可証」の汎用性向上（手続きの際、統一社会信用コード記載の「営業許可証」

以外の身分証明書類の提出を企業に要求することを禁止、「営業許可証」の電子化促進等）、⑤

地方工商行政管理部門の窓口での事務処理能力の強化（「五証合一」登記制度への移行に関わる

法規・技術基準・事務手続き・文書規範・情報送信等を内容とした研修の実施、制度移行に必要

な人材の育成強化、登記関連行政サービス窓口担当者の評価体系の整備等）。 

3.保障措置：①組織力の強化（関係官庁の改革推進力の強化、「三証合一」登記制度への移行過程

で生じた諸問題の解決、関連法規の改正等）、②政府部門の督促・監査力の強化（国務院による

特別調査チームの派遣、成功事例の奨励や問責の実施等）、③政策の説明・宣伝力の強化（関係

官庁による政策説明の強化、成功事例の普及推進、改革の難点・問題点に対する回答や対応、改

革に有利な世論の形成促進、制度の移行過程で生じた諸問題の国務院への即時報告等）。 

 

＊中国語全文は、http://www.gov.cn/zhengce/content/2016-07/05/content_5088351.htm 

から入手可能（2016年8月30日アクセス） 

以 上 
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